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平成17年度 事業報告書
（独立行政法人産業医学総合研究所）

独立行政法人労働安全衛生総合研究所



中 期 目 標 中 期 計 画

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化 とるべき措置

に関する事項は、次のとおりとする。
１ 効率的な業務運営体制の確立

独立行政法人化に伴って要請される業務運営
の効率化と労働衛生に関する調査及び研究の充
実との両立を図るため、次の目標を達成するこ
と。
(1) 効率的な業務運営体制の確立 １ 効率的な業務運営体制の確立

効率的かつ柔軟な組織編成を行うこと。ま (1) 効率的な業務運営体制の確立
た、研究員の採用に当たっては、資質の高い 独立行政法人産業医学総合研究所(以下「研
人材をより広く求めることができるよう工夫 究所」という。)の組織体制は柔軟なものと
すること。 し、この中期計画の遂行状況を踏まえて適宜見

直しを行う。

(2) 内部進行管理の充実 (2) 内部進行管理の充実
業務の進行状況を組織的かつ定期的にモニ ア 調査研究業務の効率的な推進を図るため、

タリングし、必要な措置を、適時かつ迅速に 内部研究評価システムを活用して研究進捗状
講じるための仕組みを導入し、実施するこ 況等を把握し、その結果を研究管理・業務運
と。 営に反映させる。
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平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

１ 業務運営の効率化に関する措置 １ 業務運営の効率化に関する措置
平成 17 年度計画を独立行政法人産業医学総合研

究所(以下「研究所」という。)中期計画に基づき作
成し、厚生労働大臣に届け出を行い、官報により公
表した。これらを平成 16 年業務実績の評価結果及
び平成 16 年度財務諸表等とともにインターネット
により公表した。

(1) 効率的な業務運営体制の確立 (1) 効率的な業務運営体制の確立
① 効率的な業務運営体制の確立 ① 効率的な業務運営体制の確立

イ 効率的かつ柔軟な組織体制 イ 組織体制の効率化と柔軟化
独立行政法人産業医学総合研究所(以下「研 独立行政法人の 22 評価項目に加えて関連

究所」という。)は、研究部の体制にとらわれ の 14 項目の業務担当者として部長を含む多
ない柔軟な研究グループによる組織体制を維 くの職員を適材適所で任命し、理事長による
持し、プロジェクト研究及び競争的資金によ 研究所運営の迅速化と柔軟化及び効率化を図
る研究を効率的に推進する。 った。

プロジェクト研究及び競争的資金による研
究を各部の体制にとらわれない柔軟な研究グ
ループを組織して効率的に推進する組織体制
を維持し、重点研究領域特別研究の 6 課題中
5 課題を複数の部の研究員が共同で実施し
た。同様に、研究所の研究員が代表者として
獲得した文部科学省、厚生労働省の競争的資
金等の 15 課題中 9 課題の研究を部外あるい
は所外の研究者と実施した。

＜添付資料 12 ＞
ロ 組織体制の見直し ロ 組織体制の見直し

内部評価委員会及び外部評価委員会の審議 理事長の主導で新研究部長を任命し、さら
を踏まえて、さらに効率的な業務運営を目指 に企画調整部と 5 研究部の 14 研究職員の配
し、また今期中期計画期間の終了後を視野に 置換えを行った。また若手任期付き研究員と
入れつつ、組織体制について見直しを図る。 してオーストラリア国籍の 1 名を採用した

(応募者数 10 名）。
労働衛生の経験を有する研究職員を公募

し、国立大学の現職教授 1 名を 1 月 1 日付け
で採用し、また若手任期付き研究員 2 名を 4
月 1 日付けで採用することを決定した（応募
者数 19 名）。

平成 18 年度からの産業安全研究所との統
合計画に対応するために両研究所の理事長以
下の代表者が協議し、統合研究所の基本的な
組織体制案を作成した。骨子は以下の通りで
ある。(1)理事長の下に 2 部 2 研究所を置
く。(2)両研究所は所長(役員)が担当する
が、運営は総務と研究企画調整の両輪を軸と
して行う。(3)両研究所の基幹部門としてそ
れぞれ労働災害調査分析センターと国際情報
･労働衛生研究振興センターを置く。(4)両研
究所の研究グループの各 1 つを統合して産業
安全と労働衛生の学際研究を進める。

＜添付資料 2 ＞

② 内部進行管理の充実 ② 内部進行管理の充実
イ 調査研究業務の効率化 イ 調査研究業務の効率化(内部評価の充実化)

当該年度の第 4 四半期初めを目途に開催す 内部評価委員会を平成 18 年 2 月に開催
る内部評価委員会において、個人評価・研究 し、重点研究領域特別研究、基盤的研究等の
課題評価システムを活用した研究進捗状況等 事前・中間・事後評価及び研究者個人の業績
の評価を行い、その結果を研究管理・業務運 評価を行った。
営に反映させる。 今年度は個人評価法を以下の 3 点のように

改善した。(1)企画調整部長／研究部長の個
人評価を初めて導入した。(2)部長、研究職
員共にそれぞれの評価者を 3 人制にして評価
の妥当性、客観性及び公平性を高めた。(3)
個人評価項目としてこれまでの研究業績、対
外貢献、所内貢献のほかに 22 の評価項目及
びその関連項目（以下独法業務と略）を追加
しこれらの合計点を最終評点とする方式を導
入した。
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中 期 目 標 中 期 計 画

イ 定期に開催している部会に加え、所内イン
トラネット利用による相互通信機能を活用
し、役員及び管理者による業務進捗状況管理
を効率的に行う。

(3) 業務運営の効率化に伴う経費節減 (3) 業務運営の効率化に伴う経費節減
運営費交付金を充当して行う事業について ア 省資源、省エネルギーを推進し経費を節約

は、中期目標期間中において、新規追加・拡 するとともに、業務処理への情報通信技術の
充部分を除き、平成１３年度の運営費交付金 活用や定型業務の外部委託化等業務処理の効
の最低限２％に相当する額を節減すること。 率化のための見直しを行い、経費の節減を図

る。

イ 外部研究資金については、関係省庁、特殊
法人、関係公益団体等からの競争的研究資
金、受託研究等の獲得に向けて積極的な応募
を行うとともに、研究施設・設備の有償貸
与、成果物の有償頒布等による自己収入の確
保に努める。

ウ 上記ア及びイの措置を講じることにより、
運営費交付金を充当して行う事業について
は、平成１４年度以降の各事業年度につい
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平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

内部評価委員会委員のほか外部評価委員会
委員による評価結果を各担当者へフィードバ
ックし、研究計画の修正等業務運営の改善等
に反映させた。また、人事、研究費配分に反
映させた。例えば重点研究領域特別研究の全
7 課題に対するこれらの評価結果に基づき次
年度の研究費の配分額を 200 万円の範囲で増
減させた。

＜添付資料 3 ＞
ロ 業務進捗状況管理の効率化 ロ 業務進捗状況管理の効率化

研究部は定期的に開催する部会をとおして 各研究部は部会により研究者個人の業務の
研究業務の進行管理を行う。また、所内イン 進捗状況を定期的に管理した。なお、主な業
トラネットを利用し、役員及び管理者による 務の推進に関して担当者を明示するととも
業務進捗状況管理を効率的に実施する。さら に、職員の業務執行状況と仕事時間の配分を
に、今期中期計画期間の終了後を視野に入 より的確に把握した。
れ、所内の管理的業務等の効率化を図る。 所内業務に関する部内及び部間の進行管理

について、所内 LAN(コンピュータ通信ネッ
トワークシステム)を活用し、業績及び予算
執行状況の把握が随時可能な方策を講じた。
また、所内 LAN を活用した申請システムに
より研究倫理審査事務を効率化した。

独法の年度計画を迅速かつ効果的に遂行す
るために理事長と 22 の独法業務責任者を中
核として意志決定をする効率的な業務進捗状
況管理システムを充実させた。

全研究職員が出席する月例の研究集会で各
研究職員が一年間の研究成果と内部評価規程
の 4 項目の個人評価項目を報告し、理事長が
講評・助言・指導・支援を行えるようシステ
ムを改善した。

研究所の統合に向け、両研究所内部の業務
進捗状況管理のために「業務管理会議」を導
入して、これまでの部長会における「各研究
部報告」のほかに「独法業務報告」と「企画
調整部／国際情報・労働衛生研究振興センタ
ー報告」を含む包括的で効率的な内部進行管
理システムを策定した。また LAN 運営並び
に総務のシステムの統一化を図った。

以上のほか、理事長は所内の役員会議、部
長会議及び拡大部長会議(月例)、研究集会、
業務集会等により、研究所全体の業務状況を
把握し、所の業務を総合的に管理運営した。

③ 業務運営の効率化に伴う経費節減 ③ 業務運営の効率化に伴う経費節減
イ 経費の節約 イ 経費の節約

所内における文書の授受及び業務処理等に 昨年度に引き続き一般競争入札の徹底を図
ついては所内イントラネットを活用すること ることにより経費の削減に努めた(平成 16 年
により、引き続きペーパーレス化を図る。 度 14 件、平成 17 年度 22 件)。また、実験実

施時期を調整して光熱水量の分散化を図ると
ともに、昼間消灯等により経費削減に努め
た。また、引き続き所内ＬＡＮを基幹とした
電子メール、イントラネットの有効活用によ
りペーパーレス化を図った。

ロ 業務処理の効率化 ロ 業務処理の効率化
定型業務の外部委託化等により、引き続き 調査研究に係るデータの入力・整理や、定

効率化を図る。 型的な検査業務、動物実験に伴う飼育管理業
務等を必要に応じ外部へ委託するとともに、
Industrial Health 誌の編集事務作業の大半を外
部委託した。その他、事務処理に係る業務も
一部を外注することにより、引き続き業務処
理の効率化を進めた。

ハ 外部研究資金 ハ 外部研究資金
関係省庁、特殊法人、関係公益団体等から 国及びその他の団体等からの競争的資金や

の競争的資金、受託研究等について積極的に 受託研究等に積極的に応募した。平成 17 年
応募する。 度に研究所職員が代表者となって外部研究資

金を獲得した研究は、文部科学省(科学研究
費補助金基盤 A、C、若手研究 B 及び特別研
究員奨励費)、厚生労働省(厚生労働科学研究
費補助金、がん研究助成金)、民間(受託研
究)等からの合計 15 課題であった。
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

て、平成１３年度の運営費交付金額の少なく
とも 0.5 ％程度に相当する節減額を見込んだ
中期計画の予算を作成し、当該予算により適
切な業務運営を行う。

２ 効率的な研究施設・設備の利用 ２ 効率的な研究施設・設備の利用
研究施設・設備の活用状況を的確に把握する 他の研究機関や大学等との研究協力と連携を図

とともに、他の研究機関等との協力・連携を図 ることにより、研究施設・設備の共同利用を進
り、研究施設・設備の共同利用を促進する等、 め、研究資源の効率的な活用を図る。
その有効利用を図ること。

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の
の質の向上に関する事項 質の向上に関する目標を達成するためとるべき事項
通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供

するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
は、次のとおりとする。

１ 労働現場のニーズの把握 １ 労働現場のニーズの把握と業務への積極的な反
労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病 映

因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項 労働衛生分野における我が国の中核的研究拠点
に関する総合的な調査及び研究を行うことによ として社会から負託されている公共性の高い業務
り、職場における労働者の健康確保に資する目 を適切に実施するため、労働現場のニーズを迅速
的で設立された独立行政法人として、職場で生 かつ的確に把握し、業務へ積極的に反映させるこ
じている労働衛生上の諸問題を的確にとらえ、 とを目的とした会合を開催し、産業界代表者、衛
労働現場のニーズに対応した調査及び研究、技 生管理者、産業医等から助言や要望等を伺うとと
術支援等を積極的に実施するため、毎年度、業 もに情報交換を行う。
界団体や産業医、衛生管理者等との間で情報交
換を行うとともに、研究所の業務に関する要
望、意見等を聞くことを目的とする場を設ける
こと。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

＜添付資料 2,4 ＞
ニ 自己収入の確保 ニ 自己収入の確保

研究施設・設備の有償貸与、技術指導への 研究所資産貸付規程に基づき、ホームペー
対価及び研究所が発行する成果物の有償頒布 ジ等で外部貸与が可能な実験施設一覧等を公
化等を含め、自己収入確保に努める。 告し外部研究者等への情報提供を行い、平成

16 年度の 3 件に対し本年度は 6 件の施設等
外部貸与(有償)を実施した。資産貸付体制整
備を行い、資産貸付フローチャートを新たに
作成し、貸付業務の効率化を図った。

また、公的機関等への専門家派遣等の技術
協力によって自己収入を得た。さらに、過年
度作成したパンフレット「パソコン利用のア
クションチェックポイント」を有償配布し
た。

＜添付資料 5 ＞

(2) 効率的な研究施設・設備の利用 (2) 効率的な研究施設・設備の利用
研究資源の効率的活用を図るために、「労働衛 (a) 研究施設・設備の効率的かつ効果的な使用

生重点研究推進協議会」の活動、客員研究員との を促進するために、退職した研究員が使用し
研究交流、産業医科大学との研究交流会等におい ていた研究室と大型研究機器を、理事長と担
て、研究施設・設備の共同研究等による利用につ 当部長の主導により、研究所全体の立場から
いて、働きかける。 部の枠組みを超えた再配分を実施した。ま

施設・設備の外部への有償貸与に関する規程 た、新規採用した研究員が早期に研究の立ち
（産業医学総合研究所資産貸付規程・実験施設等 上げができるよう、研究室、研究機器の使用
貸付要領）に基づき、ホームページへの掲載、 等につき特段に配慮した。
「産医研ニュース」における広報等により外部貸 (b) 研究施設・設備の効率的活用を図るため
与対象施設・機器の利用を働きかける。 に、外部の研究者等が共同研究等で所内の諸

施設を利用できる旨を、ホームページ、産業
医学総合研究所客員研究員交流会、所内研究
員が主催する研究集会等で広報した。

(c) 資産貸付規程をもとに、外部貸与が可能な
実験施設・設備を増やし、一覧(34 件)をホ
ームページ等で公告した。平成 17 年度には
振動に係わる施設について 6 件の施設等外部
貸与(有償)を実施した。

＜添付資料 5 ＞

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質 ２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質
の向上に関する措置 の向上に関する措置

(1) 労働現場のニーズの把握と業務への積極的な反 (1) 労働現場のニーズの把握と業務への積極的な反
映 映

労働現場のニーズを迅速かつ的確に把握し、業 労働現場のニーズを迅速かつ的確に把握し業務
務へ積極的に反映させるために、「労働衛生重点 へ積極的に反映させるために以下の措置を講じ
研究推進協議会」を開催し、関係団体、関係調査 た。
研究機関、大学及び労働衛生分野の学識経験者等 (a) 研究所が主宰する「労働衛生重点研究推進協
より助言や要望等を伺うとともに、国内で実施さ 議会」を平成 17 年 7 月と平成 18 年 3 月に開催
れている労働衛生関連研究課題の登録制度による するとともに、平成 17 年 11 月に第 5 回労働衛
研究情報交換のための基盤整備を推進する。さら 生重点研究推進協議会シンポジウムを開催し、
に、客員研究員制度を活用し、労働現場との意見 関係調査研究機関、大学、行政、経営者団体、
交換の場を設けニーズ把握を行う。 労働組合、職場の労働衛生管理者等、幅広い分

野から助言、要望等を伺うとともに情報交換を
行った。

＜添付資料 6、7、8 ＞
(b) 上記の協議会に関連して、旧労働省による

「21 世紀の労働衛生研究戦略協議会」が示し
た 21 世紀初頭 10 年間に実施すべき労働衛生の
18 優先研究課題に関する研究課題登録を引き
続き行った。

また、協議会の事業内容を広めるためのパン
フレットを作成し、産業衛生学会、日本経団連
委員会及び全国産業安全衛生大会等で配布し
た。

国際労働衛生会議神経行動学分科会シンポジ
ウム及び日欧産業医学交流委員会主催セミナー
等において日本の労働衛生研究戦略について講
演を行った。

＜添付資料 9 ＞
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

２ 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調 ２ 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調査
査及び研究の実施 及び研究の実施

労働現場のニーズ及び行政ニーズへの対応を 労働現場のニーズ及び労働災害防止計画、科学
通じてその社会的使命を果たすため、次に掲げ 技術基本計画等に示された行政ニーズを踏まえた
る調査・研究の業務を確実に実施すること。 社会的使命を果たすため、労働災害の発生状況、
(1) プロジェクト研究 技術革新の進展の状況、産業構造の変化、国内外

現在我が国が直面する労働衛生上の課題に の関連する研究の動向等を考慮し、以下の業務を
対応するため、次の重点研究領域において、 実施する。
別紙１に示すプロジェクト研究(研究の期 (1) プロジェクト研究
間、研究の方向及び明確な到達目標を定め 中期目標において示されたプロジェクト研究
て、重点的に研究資金及び研究要員を配する を計画的に実施する。
研究をいう。)を実施すること。 なお、プロジェクト研究の実施期間について

＜別紙１省略＞ は、それぞれの研究課題毎に次の期間を予定す
ア 有害因子等による健康影響の実態の調査 る。

及び健康管理手法の開発 ア 労働者の心身の健康度指標の開発
イ 化学物質等の健康影響機序の解明及び有 平成 13 年度～平成 14 年度
害性評価法の確立 (参考：平成 12 年度からの継続)

ウ ストレス、疲労等の要因の解明及び職場 イ 作業環境におけるダイオキシン類ばく露の
環境の快適化 生体影響に関する研究

エ より精度の高い化学物質、物理因子等の 平成 13 年度～平成 15 年度
測定法の開発及び作業環境管理・作業管理 (参考：平成 12 年度からの継続)
手法の開発 ウ 作業関連疾患･生活習慣病における職業因

子の寄与に関する疫学的研究
平成 15 年度～平成 17 年度

エ 職業病･作業関連疾患発生状況に関する全
国サーベイランス 平成 17 年度

(参考：平成 19 年度まで継続予定)
オ 労働環境中における内分泌かく乱物質(い

わゆる環境ホルモン)等の遺伝子レベルの健
康影響評価法等に関する研究 平成 13 年度

(参考：平成 11 年度からの継続)
カ フロン代替品に係わる労働衛生対策確立の

ための研究 平成 13 年度～平成 14 年度
(参考：平成 11 年度からの継続)

キ 作業環境中の有害因子に対する感受性を決
定する遺伝的素因に関する研究

平成 16 年度～平成 17 年度
(参考：平成 18 年度まで継続予定)

ク 有害因子ばく露の低濃度化等の状況におけ
る生体影響指標の開発と健康管理

平成 17 年度
(参考：平成 19 年度まで継続予定)

ケ 情報化職場の快適化に関わる労働衛生上の
要件に関する研究

平成 13 年度～平成 15 年度
コ 筋骨格系障害予防のための疫学的及び労働

生理学的研究 平成 16 年度～平成 17 年度
(参考：平成 18 年度まで継続予定)

サ 高年齢労働者の職業性ストレスに関する総
合的研究 平成 15 年度～平成 17 年度

シ 有機溶剤等を取り扱う非定常作業の作業環
境管理に関する調査研究

ス 労働環境における全身振動ばく露の計測と
対策に関する研究

平成 14 年度～平成 16 年度
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

(c) 厚生労働省安全衛生部の部議への出席(12
回)及び「産業医学総合研究所研究推進連絡協
議会」（年２回）、「客員研究員交流会」（年
１回）、「産業医学総合研究所・産業医科大学
産業生態科学研究所研究交流会」（年１回）を
開催し、労働現場、行政、および学術上の研究
ニーズを把握し、調査研究業務に反映させた。
また、ホームページ、産医研ニュース及び一般
公開・上記協議会シンポジウムにおけるアンケ
ート等により国民から研究ニーズを収集した。

(2) 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調査 (2) 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調査
及び研究の実施 及び研究の実施

当該年度においては、中期計画に定めたプロジ 中期計画に定めたプロジェクト研究課題及び基
ェクト研究課題及び基盤的研究課題のうち、以下 盤的研究課題のうち、以下の調査研究業務を実施
の調査研究業務を実施する。 した。
① プロジェクト研究 ① プロジェクト研究

中期計画に示したプロジェクト研究(重点研究 平成 17 年度計画に示された重点研究領域特
領域特別研究)と競争的資金を獲得して行うプロ 別研究 6 課題及び競争的資金等によるプロジェ
ジェクト研究を、研究目的・実施事項・到達目 クト研究 15 課題を実施した。
標等を記載した研究計画書にしたがって実施す ＜添付資料 2 ＞
る。 これらの研究は、研究目的、平成 17 年度の
イ 重点研究領域特別研究としてのプロジェク 実施事項・到達目標等を記載した研究計画書を
ト研究 作成の上実施した。

別紙 1 に示す 6 課題を実施する。 重点研究領域特別研究課題を以下に記すとと
ロ 競争的資金による研究 もに、研究概要を添付する。

厚生労働科学研究費補助金等の競争的資金 ＜添付資料 10 ＞
による研究を実施する。 1)作業関連疾患･生活習慣病における職業因子

＜別紙１省略＞ の寄与に関する疫学的研究(平成 15 年度～平
成 17 年度)

2)高年齢労働者の職業性ストレスに関する総合
的研究(平成 15 年度～平成 17 年度)

3)作業環境中の有害因子に対する感受性を決定
する遺伝的素因に関する研究(平成 16 年度～
平成 18 年度)

4)筋骨格系障害予防のための疫学的及び労働生
理学的研究(平成 16 年度～平成 18 年度)

5)職業病・作業関連疾患発生状況に関する全国
サーベイランス(平成 17 年度～平成 19 年度)

6)有害因子ばく露の低濃度化等の状況における
生体影響指標の開発と健康管理(平成 17 年度
～平成 19 年度)

各重点研究領域特別研究課題に関する研究所
外部評価委員会による評価結果及びそれに対す
る措置等を要約した資料を、平成 17 年度研究
評価概要として添付する。

＜添付資料 11 ＞
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

(2) 基盤的研究 (2) 基盤的研究
将来生じ得る研究課題にも迅速かつ的確に 研究所の学術水準を継続的に充実・向上させ

対応できるよう、研究基盤としての研究能力 るため、科学技術の進歩、国内外における職業
を継続的に充実・向上させるため、国内外に 性疾病、労働環境の変化等の動向を踏まえつ
おける職業性疾病、産業活動等の動向を踏ま つ、中期目標に示された研究領域において、研
えつつ、別紙２に示す研究領域において、基 究所の研究基盤を充実させるための基礎的研究
盤的な研究を戦略的に実施すること。 及び将来のプロジェクト研究等の基盤となる萌

＜別紙２省略＞ 芽的研究を、毎年度研究計画を作成して実施す
る。

(3) 職業性疾病その他の労働者の健康障害等の (3) 職業性疾病その他の労働者の健康障害等の原
原因の調査、有害因子へのばく露等の 状況の 因の調査、有害因子へのばく露等の状況の究明
究明及び対策の研究並びに災害調査技術の向 及び対策の研究並びに災害調査技術の向上に関
上に関する研究 する研究

ア 行政から要請を受けたとき、又は調査・研
究の実施上必要があると研究所が判断すると
きは、労働基準監督機関等の協力を得て、労
働者の健康障害の原因調査等を実施する。ま
た、原因調査等の結果、講ずべき対策、労働
基準監督機関等が同種の原因調査等を実施す
るに当たって参考とすべき事項等について
は、厚生労働省労働基準局安全衛生部に適宜
報告する。

イ 厚生労働大臣から緊急の原因調査等の要請
があった場合に、災害調査に迅速、的確に対
応できるよう体制を整備する。

(4) 労働衛生に関する国際基準、国内基準の制 (4) 労働衛生に関する国際基準、国内基準の制改
改定等への科学技術的貢献 定等への科学技術的貢献

行政機関、公的機関、国際機関等の要請に基
づき、必要に応じて労働衛生に関する国際基
準、国内基準の制改定等のための検討会議に研
究所の役職員を参加させるとともに、研究所の
研究成果を提供する。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

② 基盤的研究 ② 基盤的研究
研究所の研究基盤を充実させるための基礎的 研究所の研究基盤を充実させるための基礎的

研究及び将来のプロジェクト研究等の基盤とな 研究と将来のプロジェクト研究等の基盤となる
る萌芽的研究として、別紙 2 に示す 62 課題を実 萌芽的研究を 62 課題の基盤的研究として、選
施する。 定理由、実施方針等を記載した研究計画書を作

＜別紙２省略＞ 成の上実施した。
＜添付資料 10 ＞

内部・外部評価委員会に提出された各部長に
よる基盤的研究課題の総括を平成 17 年度研究
評価概要の中に付記した。

＜添付資料 11 ＞
研究成果と目標達成度を明記した研究報告書

に基づき、各部長及び内部評価委員会による 5
段階評価を行い、評価結果を予算配分、実行計
画に反映させた。

③ 職業性疾病その他の労働者の健康障害等の原 ③ 職業性疾病その他の労働者の健康障害等の原
因の調査、有害因子へのばく露等の状況の究明 因の調査、有害因子へのばく露等の状況の究明
及び対策の研究並びに災害調査技術の向上に関 及び対策の研究並びに災害調査技術の向上に関
する研究 する研究
イ 労働者の健康障害の原因調査等の実施 イ 労働者の健康障害の原因調査等の実施

行政から要請を受けたとき又は調査・研究 厚生労働省労働衛生課・化学物質対策課等
の実施上必要があると研究所が判断するとき 行政の要請により 6 件の労働者の健康障害の
は、労働基準監督機関等の協力を得て、原因 原因調査等を実施した。また、がん原性物質
調査等を実施する。 ５種の作業環境分析法の検討を実施し、「が

ん原性物質による健康障害防止指針」の策定
に貢献した。

＜添付資料 12 ＞

ロ 原因調査結果等の報告 ロ 原因調査結果等の報告
原因調査等の結果、講ずべき対策、労働基 イの結果を厚生労働省安全衛生部労働衛生

準監督機関等が同種の原因調査等を実施する 課、化学物質対策課及び所轄労働基準監督署
に当たって参考とすべき事項等については、 に報告した。
厚生労働省労働基準局安全衛生部に適宜報告
する。

ハ 災害調査への的確な対応 ハ 災害調査に対応するための体制の整備
厚生労働大臣から緊急の原因調査等の要請 研究所災害調査実施要項に従い、労働災害

があった場合等には、研究所災害調査実施要 発生に対する迅速、的確な対応に努めた。
項に定められた手続きに従い、迅速、的確に
対応する。

④ 労働衛生に関する国際基準、国内基準の制改 ④ 労働衛生に関する国際基準、国内基準の制改
定等への科学技術的貢献 定等への科学技術的貢献

行政、公的機関及び国際機関等の要請に基づ 行政、公的機関、国際機関等の要請に基づ
き、必要に応じて労働衛生に関する国際基準、 き、労働衛生に関する国際基準、国内基準の制
国内基準の制改定等のための検討会議に研究所 改定等のための検討会議に研究所の役職員を派
の役職員を参加させるとともに、研究所の研究 遣するとともに、研究所の研究成果を提供し
成果を提供する。 た。例えば、①平成 16 年度に中災防が設置し

た「熱中症の発生防止に係る調査研究委員会」
に委員を派遣し、資料を提供し、その検討結果
は平成 17 年度の厚生労働省労働基準局基安発
第 0729001 号通達「熱中症の予防対策における
WBGT の活用について」に活用された。②職
員が座長を務める厚生労働省・環境省共催『石
綿による健康被害に係る医学的判断に関する検
討会』の報告書をもとに、平成 18 年 2 月 9 日
『石綿による疾病の認定基準について』(基発
第 0209001 号)が発出された。③政府が既に規
制している化学物質について、GHS に基づく
分類を行う作業に職員が協力した。

その他国内外の行政機関や学協会等に設置さ
れたそれぞれ 81、14 の委員会(JIS 委員会、化
学物質に関する OECD 委員会、労働衛生に関
する ISO 委員会委員長等)に役職員を派遣し、
積極的な貢献を行った。

＜添付資料 13 ＞
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

(5) 労働衛生に関する国内外の科学技術情報、 (5) 労働衛生に関する国内外の科学技術情報、資
資料等の調査 料等の調査

行政からの要請、又は研究所の判断に基づ
き、労働衛生に関する国内外の科学技術情報、
資料等の調査を行い、厚生労働省労働基準局安
全衛生部に適宜報告する。

３ 外部評価の実施及び評価結果の公表 ３ 外部評価の実施及び評価結果の公表
研究業務を適切に推進する観点から、「国の プロジェクト研究に関する研究計画、研究の進

研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り 展度、研究目標の達成度等を的確に評価し適切な
方についての大綱的指針」(平成９年８月７日 研究業務を推進する観点から、外部の第三者によ
内閣総理大臣決定)に基づき、研究課題につい る事前、中間又は事後評価を実施し、評価結果を
て第三者による事前評価、中間評価及び事後評 研究管理・業務運営に反映させる。
価を積極的に実施し、その結果を研究業務に反 また、外部評価の結果及びその研究への反映内
映するとともに、評価結果及びその研究業務へ 容については、当該評価結果の報告を受けた日か
の反映内容を公表すること。 ら３か月以内に研究所ホームページにおいて公表

する。

４ 成果の積極的な普及・活用 ４ 成果の積極的な普及・活用
調査及び研究の成果の普及・活用を促進する (1) 学会発表等の促進

ため、積極的な情報の発信を行うこと。 国内外で開催される学術集会等における研究
(1) 学会発表等の促進 員の発表及び Industrial Health 誌や他の学術

中期目標期間中における学会発表及び論文 雑誌等における論文発表数を増加させるための
発表(行政に提出する災害調査報告書を含 仕組みを構築することにより、学会発表及び論
む。)の総数を、それぞれ 1,000 回以上及び 文発表を積極的に促進する。
400 報以上とすること。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

⑤ 労働衛生に関する国内外の科学技術情報、資 ⑤ 労働衛生に関する国内外の科学技術情報、資
料等の調査 料等の調査

イ 国内外の科学技術情報、資料等の調査 イ 国内外の科学技術情報、資料等の調査
行政からの要請又は研究所が適切と判断した 国内外の労働災害等に関する情報を検討

ものについて調査を実施し、厚生労働省労働基 し、振動障害予防等について厚生労働省安全
準局安全衛生部に随時報告する。 衛生部へ報告した。当研究所の研究成果及び

国内外の労働災害等に関する情報を検討し、
石綿による健康被害等について厚生労働省労
働基準局安全衛生部並びに労災補償部に報告
した。

＜添付資料 14 ＞
ロ 業務上の疾病事例の分析 ロ 業務上の疾病事例の分析

業務上の疾病事例のデータベース化と分析を 平成 3 年～ 9 年の 7 年間に発生した約 1 万
実施する。 6 千件の死亡災害のデータべースを活用し

て、高年齢労働者の死亡災害発生リスク要因
を解析した。

(3) 外部評価の実施及び評価結果の公表 (3) 外部評価の実施及び評価結果の公表
平成 13 年度に決定された「国の研究開発評価に 平成 14・15 年度に改訂した研究所評価規程

関する大綱的指針」等に沿い、平成 14 年度及び に従って外部評価委員会による研究課題評価を
15 年度に改訂した研究所評価規程に従って、外部 実施し、評価結果を公表した。
評価を実施し、結果を公表する。

＜添付資料 3 ＞
① 外部評価の実施 ① 外部評価の実施

第三者による外部評価委員会を、当該年度の 第三者による外部評価委員会を平成 18 年 3
第 4 四半期初めに開催し、重点研究領域特別研 月に開催し、重点研究領域特別研究の計画、研
究としてのプロジェクト研究の計画、進展度、 究の進展度及び研究目標の達成度等の評価を行
目標の達成度等について評価を行う。 った。評価結果を各課題代表者へフィードバッ

クして業務運営に反映させるとともに、委員の
指摘事項に対する措置や対応等を報告書として
とりまとめる作業を行った。

＜添付資料 11 ＞

② 外部評価の結果の公表 ② 外部評価の結果の公表
外部評価委員会の評価結果及び業務への反映 平成 16 年度の外部評価委員会の研究評価報

について、当該評価結果の受理日より 3 か月以 告書を平成 17 年度に発行し、その要約版をホ
内に研究所のホームページに公表する。 ームページで公開した。本報告書には評価結果

及びその研究業務への反映について記載した。
＜添付資料 15 ＞

平成 17 年度の評価結果は受理日より 3 か月
以内に研究所のホームページに公表するため
に、結果の集計、編集等の準備作業を進めた。

(4) 成果の積極的な普及・活用 (4) 成果の積極的な普及・活用
① 学会発表等の促進 ① 学会発表等の促進

国内外の学術集会等における研究員の発表及 中期目標では 5 年間の期間中の学会発表及び
び「Industrial Health」誌や他の学術雑誌等にお 論文発表の総数が、それぞれ 1,000 回（年平均
ける論文発表数を増加させるため、研究所内部 200 回）以上及び 400 報（同 80 報）以上と定
及び外部研究者の協力を得て若手研究員を支援 められている。
するとともに、費用の効率的運用により、学術 平成 17 年の学会発表は 208 回と中期目標(年
集会・研修等への職員の派遣を促進する。 平均)を上回った。論文発表は 182 編(原著論文

66 編、原著論文に準ずる学会発表の出版物 7
編、総説論文 36 編、編著書 32 編、報告書 41
編)であり、中期目標を上回った。

原著論文の 8 割は英文の国際学術誌に掲載さ
れた。学会発表と論文発表の累積数も共に数値
目標を上回った。なお、職員が学術団体の学会
賞(2 件)を受賞した。

WHO の依頼で、WHO ブックレットの日本
語版「職場における心理的ハラスメント－その
認識を高めるために－」を翻訳出版し、多数の
書評で好評を博すとともに、厚生労働省の指導
によりこの出版物を記者発表し、世界的に増加
傾向にあるこの問題について広く一般社会へ注
意を喚起した。

＜添付資料 16 ＞
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

(2) インターネット等による調査及び研究成果 (2) インターネット等による研究成果情報の発信
情報の発信 ア 中期目標期間中における研究成果について

調査研究の成果については、原則として研 は、原則としてその全数についてデータベー
究所ホームページに掲載すること。 ス化した上で研究所ホームページにおいて公

また、調査研究の成果の事業場等での利用 開することにより、より多くの国民が利用可
を進めるため、一般誌等での成果の普及を図 能なものとするとともに、広く研究所の業務
ること。 に関する意見を求める。

イ 事業場における労働衛生の向上に資するた
め、研究成果の一般誌への寄稿を積極的に行
う。

(3) 国内の労働衛生研究の状況の把握及び労働 (3) 国内の労働衛生研究の状況の把握及び労働衛
衛生研究機関への情報の提供 生研究機関への情報の提供

我が国の労働衛生研究機関の研究資源を有 研究機関、大学、関係団体等の学識経験者・
効に活用し、山積する労働衛生研究上の課題 有識者の協力を得て、国内の最新の労働衛生研
について効率的かつ質の高い研究を実施する 究の状況を把握するとともに、研究所刊行物等
環境を整備するため、国内の労働衛生研究機 を通じて労働衛生研究機関に対し有用な情報を
関の協力を得て、最新の労働衛生に関する研 提供する。
究の状況を把握し、120 機関以上の関係研究
機関に必要な情報を提供すること。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

② インターネット等による研究成果情報の発信 ② インターネット等による研究成果情報の発信
イ 研究成果の公開 イ 研究成果の公開

平成 16 年度における研究成果を全数データ 平成 16 年度の研究成果をデータベース化
ベース化し、平成 17 年 6 月を目途にホームペ し、ホームページに公開するとともに、研究
ージに公開し、多くの国民が利用可能なもの 所年報に掲載した。研究所が発行している国
とする。 際学術雑誌「Industrial Health」(年 4 回発行)

の全論文や「産医研ニュース」(年 2 回発行)
の全文を研究所ホームページにて公開し、研
究成果を広く提供・紹介した。研究所ホーム
ページへの平成 17 年度のアクセス数は年間
約 127 万件であった。(http://www.niih.go.jp/)

ロ 意見収集のための仕組み ロ 意見収集のための仕組み
国民からの研究所業務に関する意見収集を 研究所のホームページに開設した窓口(ア

行うための仕組みについて、研究所ホームペ ドレスは、info@niih.go.jp)、研究所の一般公
ージや「産医研ニュース」等を活用して周知 開、シンポジウムの開催等を通して国民から
を図り、広く意見を求める。 研究所業務に対する意見収集を行った。また

この意見収集の仕組みの周知を図るため、産
医研ニュース、年報等で広報した。

ハ 事業場における労働衛生の向上 ハ 事業場における労働衛生の向上
研究成果の一般誌への寄稿を積極的に行 労働者、事業場の労働衛生担当者、事業者

い、事業場における労働衛生の向上を目指 等、国民に広く労働衛生上の知見を提供する
す。希望する事業場に「産医研ニュース」を ために技術解説等 17 編、その他の文献等 31
配布する。 編を一般誌に寄稿した。例えば、(財)労働科

学研究所発行の「労働の科学」誌での「疲労
評価方法の充実による過重労働対策の推進」
等。

また、新聞、テレビ等の取材に協力し、職
員の研究を紹介した（61 件）。例えば、読
売新聞平成 17 年 7 月 24 日付け朝刊「アスベ
ストの被害 Q&A」、神奈川新聞平成 17 年 8
月 9 日付け朝刊「防ごう熱中症」等。

希望する事業場へは産医研ニュースを配布
する旨ホームページ等で広報した。

産業界への広報活動を推進するために産医
研ニュース 150 部を日本経団連を経由して関
連事業場に配布した。

＜添付資料 16 ＞

③ 国内の労働衛生研究の状況の把握及び労働衛 ③ 国内の労働衛生研究の状況の把握及び労働衛
生研究機関への情報の提供 生研究機関への情報の提供
イ 国内労働衛生研究の状況の把握 イ 国内労働衛生研究の状況の把握

客員研究員との研究交流、産業医科大学や 研究所が主宰する労働衛生重点研究推進協
労働科学研究所との研究交流、及び労働衛生 議会第 5 回公開シンポジウム「厚生労働科学
関連学会等を通じて、国内の最新の労働衛生 研究費補助金研究事業より」を開催し、国内
研究状況を把握する。また、「労働衛生重点 最先端の研究状況を把握した。
研究推進協議会」の活動としては、国内で実 また、「労働衛生重点研究推進協議会」の
施中の研究課題の登録制度を充実させる。 事務局活動として、労働衛生研究の現状をデ

ータベース化する作業を継続し、国内で実施
中の研究課題の登録内容を充実させた。さら
に、我が国における研究の実態と課題に関す
る情報を労働衛生関係機関等へ提供するため
のわかりやすいパンフレットを広範に配布し
た。また、国内の共同利用可能な研究施設設
備の調査を継続した。

その他、研究職員の労働衛生関連学会等へ
の参加、客員研究員交流会、産業医学総合研
究所・産業医科大学産業生態科学研究所研究交
流会等を通して、国内の労働衛生の研究状況
を把握した。

＜添付資料 6、7、9、17 ＞
ロ 労働衛生関係研究機関への情報の提供 ロ 労働衛生研究機関への情報の提供

イで把握した我が国における研究の状況と 労働衛生重点研究推進協議会活動の成果を
課題に関する情報を労働衛生関係機関等へ提 紹介したパンフレットを日本産業衛生学会
供する。 （東京）、全国産業安全衛生大会（広島）、

「Industrial Health」誌を年 4 回、また「産 日本経団連等へ 8,500 部配布した。
医研ニュース」を 4 月と 10 月にそれぞれ発行 国際学術誌 Industrial Health（年 4 回）、産
し、120 以上の労働衛生関係研究機関等に情 医研ニュース（年 2 回）、研究所年報をそれ
報を提供する。 ぞれ計画どおりに定期発行し、上記(4)③イ

等により把握した国内外の労働衛生の最新情
報を 120 以上の労働衛生関係研究機関等に提
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

(4) 講演会等の開催 (4) 講演会等の開催
調査研究の成果の一般への普及を目的とし 研究成果の一般への普及を目的とした講演会

た講演会等の開催や研究所の一般公開を毎年 を、産業医や職場における労働衛生関係者を含
度実施し、主要な調査研究成果の紹介及び研 めた幅広い領域の人々を対象とし開催するとと
究施設の公開を行うこと。 もに、一般公開日を設け、研究所の一般公開を

実施し、主要な研究成果の紹介及び研究施設の
公開を行う。また、随時の見学希望者に対して
も、その専門分野、要望に応じて柔軟に対応す
る。

(5) 知的財産の活用促進 (5) 知的財産の活用促進
調査研究の成果については、特許権等の知 特許権の取得を進めるとともに、研究所が保

的財産権の取得に努めること。また、研究所 有する特許権のうち実施予定のないものについ
が保有する特許権のうち実施予定のないもの ては、特許流通データベースへの登録、研究所
については、当該特許権の実施を促進するた のホームページ等の広報媒体への掲載を行うこ
め、その全数について、特許流通データベー とにより、積極的な公表を行う。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

供した。
なお、平成 17 年の Industrial Health 誌の投

稿論文数は 128 編で、平成 14 年(51 編)、15
年(83 編)、16 年(116 編)に比べて顕著に増
加している。掲載論文数は 87 編(欧米、アジ
ア、日本、当研究所より各々 35，14，33，
9%)であった。また、最近 4 年間のインパク
トファクターは 0.48 ～ 0.74 となっている(平
成 16 年は 0.55)。

また研究所が主催したアジア労働衛生研究
センター会議の成果を出版し、広く国内外に
配布した。

＜添付資料 18、19 ＞

④ 講演会等の開催 ④ 講演会等の開催
イ 講演会等の開催 イ 講演会の開催

労働衛生研究の状況把握と今後の展望およ 研究所が主催する労働衛生重点研究推進協
び研究成果の普及を目的に講演会等を開催す 議会第 5 回公開シンポジウム「厚生労働科学
る。 研究費補助金研究事業より」を平成 17 年 11

月に開催し、産学官等から約 130 名の参加を
得た。シンポジウムでは、優先研究課題に関
する厚生労働科学研究費による研究成果につ
いて 9 題の講演を行い、最新の研究状況に関
する情報を提供した。

＜添付資料 8 ＞
国際研究交流情報センターの活動として米

国、英国の研究者の講演からなる国際セミナ
ーを 2 回開催した。

＜添付資料 20 ＞
このほか、第 13 回日本産業ストレス学

会、産業医学総合研究所人体振動勉強会、職
業性ストレス研究会、体温研究会を、職員の
主催により開催した。

ロ 研究所の一般公開 ロ 研究所の一般公開
研究所の一般公開を実施し、主要な研究成 研究所の一般公開を、科学技術週間に合わ

果及び研究施設を紹介する。 せて平成 17 年 4 月 24 日(日)に実施し、研究
所の研究成果(「職場とストレス」「電磁場
は体に悪いの？」と題する講演計 2 題とポス
ター展示計 9 題)をわかりやすく紹介し、併
せて電子顕微鏡をはじめとする大型の研究施
設を公開した。昨年度好評であった体験コー
ナーを拡充し、新たに防じんマスク体験、適
切なパソコンの利用法等を実施した。

一般公開にあたり、タウン誌や研究所ホー
ムページ、市バスのちらしにより広報した。

今年度は 118 名の参加があった。参加者
は、近隣学校、地域住民、企業・公的機関等
で、施設見学が好評だった。

＜添付資料 21 ＞
さらに次年度 4 月に開催する一般公開を企

画した。
ハ 見学希望者への対応 ハ 見学希望者への対応

見学希望者の専門分野及び要望に応じて、 国際協力機構(JICA)国立保健医療科学院
柔軟に対応する。近隣の学校等に対して、団 保健行政管理研修(29 名)、同労働安全衛生
体での見学を積極的に受け入れている旨の広 政策セミナー研修(12 名)、労働政策研究・
報を行う。 研修機構労働大学校労働衛生専門官研修(27

名)、東京女子医大産業保健実習(9 名)、東
京大学医学部の基礎配属実習(2 名)等の見学
を受け入れ、見学者の専門分野、要望等に応
じて講義・講演・説明等を行った。

団体での見学を随時積極的に受け入れてお
り、授業における利用が可能な旨を近隣の小
学校に対して広報した。

⑤ 知的財産の活用促進 ⑤ 知的財産の活用促進
特許権の取得がふさわしい研究成果につい 特許権の取得を積極的に進めるため、平成

て、技術移転機関の協力を得つつ、特許権の取 16 年に改定した研究所の職務発明規程に基
得を積極的に進める。また、研究所が保有する づき、新たに申請のあった職務発明は技術移
特許権のうち実施予定のないものについては、 転機関(TLO・ヒューマンサイエンス振興財
特許流通データベースへの登録や、研究所ホー 団)を通じ申請することとしている。
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

ス等を活用した積極的な公表を行い、知的財
産の活用を促進すること。

５ 国内外の労働衛生関係機関等との協力の推進 ５ 国内外の労働衛生関係機関等との協力の推進
労働衛生分野における我が国の中核的研究機

関として、蓄積された知見に基づき、国内外の
労働衛生分野の研究の振興に積極的に貢献する
こと。
(1) 労働衛生分野における国内外の若手研究者 (1) 労働衛生分野における国内外の若手研究者等

等の育成への貢献 の育成への貢献
国内外の若手研究者等の育成に貢献するた 国内外の若手研究者等の育成に貢献するた

め、これらの者の研修受入れ及び研究所職員 め、大学院生や他機関等に所属する研究員等を
の他機関への派遣の推進に努めること。 継続的に受け入れるための制度的基盤を整える

とともに、求めに応じて研究所職員による他機
関等への協力・支援を行う。

(2) 研究協力の促進 (2) 研究協力の促進
国内外の労働衛生関係研究機関との研究協 ア 流動研究員･客員研究員制度を有効に活用

力のための研究所研究員の派遣及び他機関研 するとともに、大学等の研究者や客員研究員
究員の受入れの推進に努めること。 等との研究交流を促進する。

イ 国内外の労働衛生関係研究機関との「研究
協力協定」を締結すること等により、毎年度
１０人程度の研究員の派遣又は受入れを行う
とともに、研究情報の相互提供を促進する。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

ムページ等の広報媒体に掲載するなどして、知 平成 17 年度末における取扱状況は、特許
的財産の活用促進を図る。 査定 2 件、審査中 5 件(うち平成 17 年度出願

1 件)、流通データベース登録済 1 件であっ
た。

なお、研究所が保有する特許権のうち実施
予定のないものについては、特許流通データ
ベースへの登録等、知的財産の活用促進を図
っている。

＜添付資料 22 ＞

(5) 国内外の労働衛生関係機関等との協力の推進 (5) 国内外の労働衛生関係機関等との協力の推進
国際研究交流情報センターを中心に、以下の活

動を推進する。

① 労働衛生分野における国内外の若手研究者等 ① 労働衛生分野における国内外の若手研究者等
の育成への貢献 の育成への貢献
イ 国内外の若手研究者等の育成 イ 国内外の若手研究者等の育成

研修生、日本学術振興会特別研究員、日本 平成17年度には、日本学術振興会特別研究
学術振興会外国人特別研究員等の受入れを行 員 1 名、大学等からの研修生 8 名を研究所に
う。 受け入れ、若手研究者の育成を図った。

また、若手研究員 2 名を海外の研究機関へ
派遣し、研究能力の向上を図った。

ロ 制度的基盤 ロ 連携大学院の導入
連携大学院制度に関する所内規定を整備し 本年度は、初めて連携大学院制度が実現の

たことを受けて、引き続き実施を目指す。 方向に進んだ。即ち業務適任の担当者を得て
神奈川工科大学、北里大学及び三重大学の責
任者と連携大学院実施の同意が得られて客員
教授、助教授等の所内公募を行った。神奈川
工科大学とは次年度早々に正式な調印式を行
うことになっている。

ハ 他組織への支援 ハ 他組織への支援
要請があれば、研究所職員による他の組織 他組織からの要請に基づき、厚生労働省労

への適切な支援を随時行う。 働衛生専門官研修の受け入れ、国際協力機構
(JICA)のマレーシアへの技術協力(研修員受
け入れ・派遣)、中央労働災害防止協会の化
学物質管理者研修講師連絡会議・エルゴノミ
クス研修等への講師等の派遣、日本作業環境
測定協会指定講習への講師・指導員の派遣、
大学での講義・実習等を行った。

＜添付資料 13 ＞

② 研究協力の促進 ② 研究協力の促進
イ 研究交流会等 イ 研究交流会等

客員研究員との研究交流を進めるととも (a) 「客員研究員交流会」を平成 18 年 3 月
に、産業医科大学との研究交流会を開催す に開催した。メインテーマは「石綿問題－
る。 今後の課題と展望」と「新しい有機溶剤中

毒の事例」であった。産医研 1 題、客員研
究員 3 題の研究発表があった。

(b) 「産業医学総合研究所・産業医科大学産
業生態科学研究所研究交流会」を平成 18
年 2 月に産医大において開催した。産医研
から 5 題の発表、産医大から 2 題の講演が
あった。

(c) 研究員が主催する活動として、「人体振
動勉強会」、「職業性ストレス研究会」及
び「体温研究会」を定期的に開催し、外部
の研究者との交流を実施した。

(d) 英国、米国の研究者の講演からなる国際
セミナーを 2 回開催した。

ロ 国内外研究機関との研究協力協定 ロ 国内外研究機関との研究協力協定
研究協力協定を締結している米国、スウェ (a) 平成 13 年度に研究協力協定を締結した

ーデン及び韓国の国立研究所や、労働科学研 国外の研究所と下記の研究協力を実施し
究所との研究協力活動を推進する た。

(i) 米国国立労働安全衛生研究所(NIOSH)：
職業性ストレス(第 1 回 NIIH/NIOSH 長
時間労働シンポジウムの開催等)、全身
・手腕振動計測、作業環境中の有害金属
分析法に関する研究協力を行った。
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

ウ 上記ア及びイの研究交流や研究協力を実施
することにより、共同研究の実施環境を整
え、全研究課題に占める共同研究の割合を５
％以上とする。

第４ 財務内容の改善に関する事項
通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に

関する事項は、次のとおりとする。 [再掲]第1の1の(3)のイ
１ 運営費交付金以外の収入の確保 イ 外部研究資金については、関係省庁、特殊

競争的研究資金、受託研究及びその他の自己 法人、関係公益団体等からの競争的研究資
収入のそれぞれを獲得すること。 金、受託研究等の獲得に向けて積極的な応募

を行うとともに、研究施設・設備の有償貸
与、成果物の有償頒布等による自己収入の確
保に努める。(再掲)

２ 経費の節減を見込んだ予算による業務運営の 第３ 予算、収支計画及び資金計画
実施 １ 予算については、別紙１(省略)のとおり。

運営費交付金を充当して行う事業について
は、「第２ 業務運営の効率化に関する事項」 ２ 収支計画については、別紙２(省略)のとおり。
で定めた事項に配慮した中期計画の予算を作成
し、当該予算による運営を行うこと。 ３ 資金計画については、別紙３(省略)のとおり。

第４ 短期借入金の限度額
１ 限度額 ２００百万円
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

( ii) スウェーデン国立労働生活研究所
(NIWL)：「暑熱寒冷ストレス」に関す
る共同研究を継続するとともに、研究協
力協定を更新し新たに「境界なき作業態
様と心理社会的要因」「筋骨格系障害と
心理社会的ストレス」の共同研究実施に
ついて協議した。

(iii) 韓国産業安全保健研究院(OSHRI)：
前年度までのダイオキシンに関する共同
研究を終了し、新たな共同研究課題につ
いて検討した。

(b) 平成 14 年度に研究協力協定を締結した
財団法人労働科学研究所との日本学術振興
会二国間交流事業共同研究・セミナー研究
費による共同研究を実施した。

(c) 中国疾病予防控制中心・職業衛生与中毒
控制所と新たに研究協力協定締結に向けて
準備を行った。

ハ 共同研究の実施促進 ハ 共同研究の実施促進
中期計画に従い、全研究課題に占める共同 プロジェクト研究課題と基盤的研究課題に

研究の割合を 5 ％以上とするために、上記イ おいて研究所外との共同研究が占める割合が
及びロの研究交流や研究協力をとおして、共 平成 17 年度には約 10%であった。
同研究の実施の促進を図る。 ＜添付資料 23 ＞

ニ 諸外国との労働衛生技術協力の促進 ニ 諸外国との労働衛生技術協力の促進
技術協力を推進するため、アジア諸国の国 マレーシアと振動障害に関する共同研究を

立労働衛生研究所等との交流を継続的に進め 実施した。また、マレーシア国立労働安全衛
る。 生研究所に対し、JICA を通じ、X 線回折に

関する技術指導及び研修員の受け入れを実施
した。

[再掲]１の(1)の③のハ及びニ [再掲]１の(1)の③のハ及びニ
ハ 外部研究資金 ハ 外部研究資金

関係省庁、特殊法人、関係公益団体等から 国及びその他の団体等からの競争的資金や
の競争的資金、受託研究等について積極的に 受託研究等に積極的に応募した。平成 17 年
応募する。(再掲) 度に研究所職員が代表者となって外部研究資

金を獲得した研究は、文部科学省(科学研究
費補助金基盤 A、C、若手研究 B 及び特別研
究員奨励費)、厚生労働省(厚生労働科学研究
費補助金、がん研究助成金)、民間(受託研
究)等からの合計 15 課題であった。(再掲)

＜添付資料 2, 4 ＞
ニ 自己収入の確保 ニ 自己収入の確保

研究施設・設備の有償貸与、技術指導への 研究所資産貸付規程に基づき、ホームペー
対価及び研究所が発行する成果物の有償頒布 ジ等で外部貸与が可能な実験施設一覧等を公
化等を含め、自己収入確保に努める。(再掲) 告し外部研究者等への情報提供を行い、平成

16 年度の 3 件に対し本年度は 6 件の施設等
外部貸与(有償)を実施した。資産貸付体制整
備を行い、資産貸付フローチャートを新たに
作成し、貸付業務の効率化を図った。

また、公的機関等への専門家派遣等の技術
協力によって自己収入を得た。さらに、過年
度作成したパンフレット「パソコン利用のア
クションチェックポイント」を有償配布し
た。(再掲)

＜添付資料 5 ＞

３ 予算、収支計画及び資金計画 ３ 予算、収支計画及び資金計画
(1) 予算については別紙 3(省略)のとおり。 平成 17 年度の予算、収支計画及び資金計画は、

財務諸表及び決算報告書のとおりである。予算の執
(2) 収支計画については別紙 4(省略)のとおり。 行に際しては、業務の進行状況と予算執行状況を把

握し、適宜見直しを行った。
(3) 資金計画については別紙 5(省略)のとおり。 特に、研究内容、大型機器の使用状況等の予算上

の重要事項については、重点的に管理した。

４ 短期借入金の限度額 ４ 短期借入金の限度額
(1) 限度額 200百万円 短期借入金はない。
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旧医研

中 期 目 標 中 期 計 画

２ 想定される理由
(1) 運営費交付金の受入れの遅延等による資金の

不足に対応するため。
(2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給、重大な公務災害等の発生に伴う補償費の支
払いなど、偶発的な出費に対応するため。

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす
るときは、その計画
なし

第６ 剰余金の使途
１ 職員の資質向上のための学会・研修集会への参

加
２ 職員の研究レベル向上のための研究機関との研

究交流の推進
３ 施設・設備を充実させるための補修、整備

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項
１ 人事に関する計画

(1) 方針
ア 資質の高い人材を幅広く登用するため、研

究員の採用に当たっては、公募による選考採
用や若手育成型任期付任用についても配慮す
る。

イ 業務運営の効率化、定型業務の外部委託化
の推進により、人員の抑制を図る。

(2) 人員の指標
期末の常勤職員数を期初の９６％とする。

(参考１)職員の数
期初の常勤職員数 ７６名
期末の常勤職員数の見込み ７３名

(参考２)中期目標期間中の人件費総額
中期目標期間中の人件費の総額見込み

３，４８８百万円

２ 施設・設備に関する計画
産業医学総合研究所の業務である「労働者の健

康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防
その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な
調査及び研究」の確実かつ円滑な遂行を図るた
め、施設の老朽化を勘案し、計画的な改修、更新
等を進める。
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旧医研

平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績

(2) 想定される理由
① 予算成立の遅れ等による資金の不足に対応す

るため。
② 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給、重大な公務災害等の発生に伴う補償費の支
払いなど、偶発的な出費に対応するため。

５ 剰余金の使途 ５ 剰余金の使途
(1) 職員の資質向上のための学会・研修集会への参 剰余金は、中期計画に定めたとおり職員の資質向

加。 上及び研究レベル向上等のために活用した。
(2) 職員の研究レベル向上のための研究機関との研

究交流の推進。
(3) 施設・設備を充実させるための補修、整備。

６ その他業務運営に関する事項 ６ その他業務運営に関する事項
(1) 人事に関する計画 (1) 人事に関する計画

① 方針 ① 方針
新規研究員の採用に際しては公募を原則と 平成 17 年度当初に、若手研究者の育成と組

し、引き続き若手任期付研究員の採用に努め 織の活性化の観点から、オーストラリア国籍の
る。 研究員 1 名を採用した。引き続き公募により

19 名の応募者の中から、17 年度中に専門性と
緊急性が高い業務の推進が可能な専門家 1 名
(国立大学教授)を採用した。さらにこの中から
平成 18 年 4 月 1 日付で 2 名の若手任期付研究
員を採用することを決定した。

次年度の安全研究所との統合に向けての基本
事項を両研究所の代表者が協議し、人事計画と
して当研究所からは研究企画調整部長、国際情
報・労働衛生研究振興センター長、人間工学・
リスク管理研究グループ首席、調査役等を任用
する方針で人選を進め、内示した。同様に理

事、部長、センター長、研究グループ部長等の
職制と人選を進め、内示した。

② 人員の指標 ② 人員の指標
当年度初の常勤職員数 73 名 当年度初の常勤職員数は 72 名、当年度末の
当年度末の常勤職員数の見込み 73 名 常勤職員数は 72 名でそれぞれ年度計画より 1

名少なかった。この理由は、(1)平成 16 年度末
に研究職員１名が突然国立大学教授として転出
を申し出た。(2)平成 17 年 6 月に研究職員 1 名
が希望退職した。(3)平成 17 年度末に 2 名の研
究職員の退職が予定されていた。(4)これらの
後任人事を効率的に実施するために 1 名を平成
18 年 1 月 1 日に採用し、2 名は着任の都合によ
り平成 18 年 4 月 1 日に採用することとした。

③ 当年度中の人件費総額見込み 657 百万円 ③ 当年度中の人件費総額
年度計画に沿った人員について、計画的な資

金計画に基づき、適切に管理執行した。
定年退職者の再任用の給与を抑制すること等

により、人件費のコスト削減を果たした。

(2) 施設・設備に関する計画 (2) 施設・設備に関する計画
研究所の施設のうち、経年劣化の著しい熱源設 平成１７年度計画どおり、経年劣化の著しい給

備、給排気設備及びエレベータ設備について平成 排気設備、熱源設備、エレベーター設備につい
17 年度中に改修工事を実施する。 て、当年度中に改修工事を実施した。エレベータ

ー設備の改修に伴い、関連設備のバリアフリー化
を進めた。

改修工事の実施にあたっては、国土交通省関東
地方整備局の専門家と綿密な打合せを行い、効率
的な工事実施計画を策定し、予定どおり工事を完
了した。

また、当年度において専門家による耐震診断を
行い、診断結果を受けて、次期中期計画に耐震工
事を行うことを決定した。
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中 期 目 標 中 期 計 画

(参考)
施設・整備の内容 予定額(単位 財 源

:百万円)
構内通信システム改修
ガス配管改修
空調自動制御機器改修
低圧電源回路改修
路盤改修(舗装等) 1,692 施設整備費
エレベーター・クレー 補 助 金
ン改修
照明器具改修
給排気ファン改修
ボイラー入替
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平 成 １ ７ 年 度 計 画 平 成 １ ７ 年 度 の 業 務 の 実 績
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